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山口短期大学学則 

 

第１章 総  則 

（目的） 

第１条 本学は、教育基本法及び学校教育法に基づき広い教養と深い専門の学術理論を修め、実際

に習熟し、教養高く崇高なる人間愛と社会愛、透徹した論理と円満な人格とを兼ね備えた有為

な教員・保育士並びに技術者を養成することを目的とする。 

（自己点検・評価） 

第２条 本学は、その教育研究水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成するため教 

育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行う。 

２ 前項の点検及び評価に関し必要な事項は、別に定める。 

（名称） 

第３条 本学は、山口短期大学という。 

（位置） 

第４条 本学は、山口県防府市大字台道字大繁枝１１３４６番の２に置く。 

 

第２章 学 科 

（学科・専攻並びに人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

第５条 本学に児童教育学科、情報メディア学科を置く。 

２ 児童教育学科に初等教育学専攻及び幼児教育学専攻を置く。 

３ 前各項の学科及び専攻の人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

（１）児童教育学科 初等教育学専攻 

   社会的責任を自覚しつつ、教科指導を中核とした実践的素養を身に付けた小学校教諭を育成すると共

に、子どもたちの成長を共有していく幼稚園教諭を養成することを目的とする。 

（２）児童教育学科 幼児教育学専攻 

    社会のニーズを考慮しつつ、協調性とコミュニケーション能力を身に付けた幼稚園教諭を育成すると

共に、子どもたちの喜びに共感できる保育士を養成することを目的とする。 

（３）情報メディア学科 

    多様化する情報化社会において、対応できうる伝達媒体に関する技術を実践的に修得すると共に、個々

の感性を活かした情報発信のできるＩＴ基盤の技術者を養成することを目的とする。 

（日本語別科） 

第５条の２ 本学に日本語別科を置く。 

２ 日本語別科に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第３章 修業年限及び学生定員 

（修業年限） 

第６条 本学の修業年限は２年とし、４年を超えて在学することができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、学長の許可を得て、長期履修学生として在学することができる。 

３ 長期履修学生に関して必要な事項は、別に定める。  
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（学生定員） 

第７条 学生の定員は、次のとおりとする。 

 児童教育学科 初等教育学専攻 入学定員  ２０名  総定員   ４０名 

 児童教育学科 幼児教育学専攻 入学定員  ５０名  総定員  １００名 

 情報メディア学科       入学定員  ４０名  総定員   ８０名 

  計                       １１０名       ２２０名 

 

第４章 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第８条 学年は４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第９条 学年を分けて次の２学期とする。 

 前期 ４月１日から９月３０日まで 

 後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

（休業日） 

第１０条  休業日は次のとおりとする。 

（１）土曜日・日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（３）創立記念日  ５月２７日 

（４）春季休業日  ３月２１日から４月４日まで 

（５）夏季休業日  ８月１０日から９月２３日まで 

（６）冬季休業日  １２月２４日から翌年１月５日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学長は臨時に休業日を設け、又は休業日を変更することができる。 

３ 必要がある場合は、休業日の期間中においても実習、補講等の授業を課することがある。 

 

第５章 授業科目及び単位 

（授業科目の区分） 

第１１条  授業科目は、その内容により、次のとおりに分ける。 

         学            科           科           目 

児童教育学科 
  初等教育学専攻 

  幼児教育学専攻 

  基礎教育科目     専門教育科目 

  教職専門科目 

情  報  メ  デ  ィ  ア  学  科   基礎教育科目     専門教育科目 

  

（授業科目及び単位数） 

第１２条 本学の授業科目及び単位数は、別表第１表から別表第３表までのとおりとする。 

２ 必要があるときは、前項以外の授業科目及び単位数を設けることができる。 

（一年間の授業期間） 

第１３条 一年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、３５週にわたることを原則 

とする。 

（授業方法） 
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第１４条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うも

のとする。 

２ 文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを利用して、当該授業を行な

う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディアを利用し

て、当該授業を行う教室以外の場所で履修させる場合も同様とする。 

４ 文部科学大臣が別に定めるところにより、第１項の授業の一部を、校舎及び附属施設以外の場所で行う

ことができる。 

（単位の認定及び成績の評価） 

第１５条 授業科目の履修は単位制とし、単位は試験によるほか出席その他平素の成績を考慮し

て当該科目担当の教員が認定する。ただし、教育実習の単位は別に定める教育実習委員会によ

って認定する。 

 成績評価は、優、良、可、不可をもって表し、可以上を合格とする。 

（追試験） 

第１６条  病気その他止むを得ない事情により、定期試験を受験できなかった者は、別に定める

ところにより、追試験を受験することができる。 

（履修方法） 

第１７条 下記により、児童教育学科は６８単位以上を、情報メディア学科は６６単位以上を修得

しなければならない。 

 児童教育学科 

   初等教育学専攻（別表第１表・別表第２表の１） 

      必修科目  ４０単位 

        内訳 

          基礎教育科目              ８単位 

          専門教育科目            ３２単位 

      選択科目  ２８単位以上 

        内訳 

          基礎教育科目              ８単位以上 

          専門教育科目            ２０単位以上 

    幼児教育学専攻（別表第１表・別表第２表の２） 

      必修科目  ３８単位 

        内訳 

          基礎教育科目              ８単位 

          専門教育科目            ３０単位 

      選択科目  ３０単位以上 

        内訳 

          基礎教育科目              ８単位以上 

          専門教育科目            ２２単位以上 

  情報メディア学科（別表第１表・別表第３表） 

      必修科目  ２８単位 
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        内訳 

          基礎教育科目              ８単位 

          専門教育科目            ２０単位 

     選択科目  ３８単位以上  

       内訳          

         基礎教育科目              ８単位以上 

         専門教育科目            ３０単位以上 

２ 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得すべ

き単位数について、学生が１年間に履修科目として登録できる単位数の上限は、５０単位とす

る。ただし、次条に定める免許・資格の修得及び各学科における独自の資格取得にのみ必要な授

業科目については、履修登録できる単位数の上限対象とはしない。 

３ 学生が在学する学科・専攻以外の本学の学科・専攻の授業科目を履修することを希望する場

合、学長は教育上有益と認めるときは、２０単位以内に限り履修登録を許可することができる。

この履修した授業科目の修得単位については、在学する学科の卒業に必要な単位に算入するこ

とができる。 

（資格の修得） 

第１８条 児童教育学科初等教育学専攻において教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及

び同法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）の定めるところにより小学校教諭二種免許状

を得ようとする者は、別表第２表の１に指定する単位を修得しなければならない。 

また、同時に幼稚園教諭二種免許状を得ようとする者は、さらに別表第２表の１（付表）に指

定する単位を修得しなければならない。 

２ 児童教育学科幼児教育学専攻において教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及び同法

施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）の定めるところにより、幼稚園教諭二種免許状を得よ

うとする者は、別表第２表の２に指定する単位を修得しなければならない。 

３ 児童教育学科幼児教育学専攻において、児童福祉法及び同法施行規則に定めるところにより、

保育士の資格を得ようとする者は、別表第２表の２備考に指定する単位を修得しなければなら

ない。 

（単位の計算方法） 

第１９条 授業科目の単位計算方法は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構 

成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮 

して、次の基準により計算するものとする。 

（１）講義については、１５時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科目に 

ついては３０時間の授業をもって１単位とする。 

（２）演習については、３０時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科目に 

ついては１５時間の授業をもって１単位とする。 

（３）実験、実習及び実技については、４５時間の授業をもって１単位とする。 

（入学前既修得単位の取扱い） 

第２０条 短期大学又は大学で修得した単位については、教育上有益と認めるときは、履修したも

のとし認定することができる。 

２ 前項の単位認定は、合計３０単位を超えない範囲で行うことができる。ただし、第２１条の認
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定単位数と合わせて３０単位を超えることはできない。 

３ 前各項の単位認定の取扱いについては、別に定める。 

（他の大学における授業科目の履修及び短期大学又は大学以外の教育施設等における学修の単位

の取扱い） 

第２１条 本学は、教育上有益と認めるときは、他の大学との協議により、学生が当該他の大学で

履修した科目を本学において履修した単位とみなすことができる。 

２ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における

学修その他文部科学大臣が別に定める学修を本学における授業科目を履修したものとして認定

することができる。 

３ 第１項及び第２項の単位認定は、合わせて３０単位を超えない範囲で行うことができる。 

ただし、第２０条の認定単位数と合わせて３０単位を超えることができない。 

４ 前各項の単位認定の取扱いについては、別に定める。 

 

第６章 卒業及び資格取得 

（卒業認定及び学位） 

第２２条 本学に２年以上在学し、第１７条に定める授業科目を履修し、所定の単位を修得した

者については、教授会の議を経て学長が卒業を認定する。 

２ 前項の規定により卒業した者には、本学学位規程の定めるところにより、学長は短期大学士の

学位記を交付するものとする。 

３ 短期大学士の学位には、専攻分野を付記するものとする。 

４ 前項の規定により専攻分野を付記した短期大学士の学位の名称は、学科ごとに次のとおりと

する。 

    児童教育学科      短期大学士（教育学） 

    情報メディア学科  短期大学士（情報学） 

５ 学位を授与された者が、その学位の名称を用いるときは、本学の名称を次のとおり付記する。 

    短期大学士（専攻分野）（山口短期大学） 

６ 第１項の規定による卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第１４条第２項の授業の方法により修

得する単位数は、３０単位を超えないものとする。 

（資格の取得） 

第２３条 児童教育学科を卒業した者のうち、第１８条第１項に定める単位を修得した者は、小学

校教諭二種免許状及び幼稚園教諭二種免許状を取得することができる。 

２ 児童教育学科を卒業した者のうち、第１８条第２項に定める単位を修得した者は、幼稚園教諭

二種免許状を取得することができる。 

３ 児童教育学科を卒業した者のうち、第１８条第３項に定める単位を修得した者は、保育士資格

を取得することができる。 

 

第７章 入 学 

（入学の時期） 

第２４条 入学の時期は、学年の始めとする。 

（入学資格） 
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第２５条 本学に入学を志願することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

（１）中等教育学校又は高等学校を卒業した者 

（２）通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程により、これに相

当する学校教育を修了した者を含む。） 

（３）専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に

修了した者 

（４）外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学

大臣の指定した者 

（５）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者 

（６）文部科学大臣の指定した者 

（７）高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校卒業程度

認定試験に合格した者（大学入学資格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入

学資格検定に合格した者を含む。） 

（入学願） 

第２６条 本学に入学を志願する者は、所定の期日までに、入学願書の提出その他必要な手続きを

しなければならない。 

（入学試験） 

第２７条 入学志願者に対しては、選抜試験を行う。 

（入学許可） 

第２８条 選抜試験に合格した者に対して学長は入学を許可する。 

（入学手続き） 

第２９条 入学を許可された者は、所定の期日までに、本学所定の入学手続きをしなければならな

い。 

２ 前項の手続きをしないときは、入学許可を学長は取り消すことができる。 

（保証人） 

第３０条 保証人は保護者又はこれに代わるべき者で、独立の生計を営み、保証人としての責務を

確実に果たし得るものでなければならない。学生が保証人を変更しようとするときは、新旧保

証人の連署をもって、また、保証人の住所氏名等の変更があったときはその旨を学長に直ちに

届け出なければならない。 

（転入学） 

第３１条 他の短期大学から本学に転入学を志望する者があるときは、本学に欠員がある場合に

限り、学長は選考の上これを許可することができる。 

（単位の認定） 

第３２条 前条の規定により、転入学を許可された者が以前に在学した短期大学における履修学

科目とその単位については、その一部又は全部を本学における授業科目及び単位数として換算

又は認定することができる。 

（再入学） 

第３３条 本学学則第３９条により退学した者が１年以内に再入学を願い出たときは、その理由
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によって学長は許可することができる。ただし、入学の時期は学年の始めとする。 

 

第８章 転学、転科、休学、退学及び除籍 

（転学） 

第３４条 本学から他の短期大学に転学を希望する者があるときは、学長の許可を受けなければ

ならない。 

（転科） 

第３５条 転科は原則として許可しない。ただし、特別の事情があるときは、学年の始めに限り選

考の上学長はこれを許可することができる。 

（休学） 

第３６条 病気、その他やむを得ない事由により、引き続き３カ月以上欠席しようとする者は、保

証人連署の上願い出て学長の許可を受けなければならない。ただし、病気の場合は、医師の診断

書を添えなければならない。 

（休学期間） 

第３７条 休学の期間は、１年を超えることができない。ただし、特別の理由があるときは、学長

の許可を得て、更に１年以内に限り休学することができる。 

２  休学の期間は、第６条に定める在学期間に算入しない。 

（復学） 

第３８条 休学者が復学しようとするときは、保証人連署の上願い出て学長の許可を受けなけれ

ばならない。 

（退学） 

第３９条 退学しようとする者は、その理由を具して、保証人連署の上願い出て学長の許可を受け

なければならない。 

（除籍） 

第４０条 次の各号の一に該当する者は、教授会の議を経て学長が除籍することができる。 

（１）第６条に規定する在学期間を超える者 

（２）第３７条に規定する休学期間を超える者 

（３）病気その他の理由で成業の見込みがないと認めた者 

（４）授業料等の納付の義務を怠り、督促を受けてもなお納付しない者 

（５）死亡又は長期間にわたり行方不明の者 

 

第９章 入学検定料、入学金及び授業料 

（入学検定料） 

第４１条 本学に入学を志願する者は、入学願書に添えて入学検定料２万５千円を納めなければ

ならない。 

（入学金） 

第４２条 入学を許可された者は、定められた期日までに、所定の入学金２０万円を納めなければ

ならない。 

２ 前項の入学金を納めないときは、入学許可を取り消すことができる。 

（授業料） 
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第４３条 授業料は、次のとおりとする。 

児童教育学科  ５２０，０００円（年額） 

情報メディア学科 ５６０，０００円（年額） 

（実験実習費） 

第４４条 実験実習費は、次のとおりとする。 

児童教育学科   １００，０００円（年額） 

情報メディア学科 １４０，０００円（年額） 

（授業料等の返還） 

第４５条 既納の入学検定料、入学金及び授業料等はいかなる事情があっても返還しない。ただ

し、納付後に休学した者の既納の授業料等については、第４８条により免除される額を返還す

る。 

（授業料等の延納） 

第４６条 経済的理由で授業料等を延納しなければならないときは、直ちにその旨を願い出て許

可を受けなければならない。 

（退学・除籍及び停学の場合の授業料等） 

第４７条 学期の中途で退学し又は除籍された者は該当期分の授業料等は徴収する。 

２ 停学期間中の授業料等は徴収する。 

（休学中の授業料等） 

第４８条 休学を許可された者については休学した月の翌月から復学した月の前月までの授業料

等を免除する。 

 

第１０章 科目等履修生、外国人学生及び社会人学生 

（科目等履修生） 

第４９条 本学における授業科目の一部を選択履修しようとする者があるときは、選考の上学長は科目等

履修生として入学を許可することができる。 

（外国人学生等） 

第５０条 外国人で入学しようとする者があるときは、選考の上学長は外国人学生として入学を

許可することができる。 

（社会人学生） 

第５１条 社会人で大学において教育を受けることを目的として、本学に入学を志願する者があ

るときは、選考の上学長は社会人学生として入学を許可することができる。 

（その他の細則） 

第５２条 科目等履修生、外国人学生及び社会人学生に関する規程は別に定める。 

 

第１１章 公開講座 

（公開講座） 

第５３条 本学は臨時に公開講座を開設することができる。 

（その他の細則） 

第５４条 公開講座に関する規程は別に定める。 
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第１２章 賞 罰 

（表彰） 

第５５条 本学学生で、特に他の模範となる者は、教授会の議を経て学長はこれを表彰すること

ができる。 

（懲戒） 

第５６条 学長及び教員は、この学則その他定められたる諸規則を守らず、その本分に反した行為のあった

本学学生に懲戒を加えるに当たっては、教育上必要な配慮を行わなければならない。 

２ 懲戒のうち、退学、停学及び訓告の処分は、教授会の議を経て学長が行う。 

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する学生に対して行うことができる。 

 （１） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 （２） 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

 （３） 正当な理由がなくて出席常でない者 

 （４） 学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

４ 懲戒の手続き等に関する事項は、別に定める。 

 

第１３章 職員組織 

（職員） 

第５７条 本学に学長、副学長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員、教務職員、技術職

員及びその他の職員を置く。 

（教授会） 

第５８条 本学に教授会を置く。 

 教授会は、学長、副学長、教授、准教授、専任の講師及び助教をもって組織する。 

（任務） 

第５９条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとす

る。 

（１）学生の入学、卒業および課程の修了 

（２）学位の授与 

（３）前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが 

必要なものとして学長が定めるもの 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及びその他の教授会が置かれている組織の長（以 

下「学長等」という。）がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求め 

に応じ意見を述べることができる。 

３ 教授会の運営等について必要な事項は、別に定める。 

 

第１４章 附属施設 

（附属図書館） 

第６０条 本学に附属図書館を置く。 

２  附属図書館に関する規程は別に定める。 

（附属学術研究所） 

第６１条 本学に附属学術研究所を置く。 
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２  附属学術研究所に関する規程は別に定める。 

（医務室） 

第６２条 本学に医務室を置き、教職員及び学生の健康管理を行う。 

 

第１５章 補 足 

（細則） 

第６３条 この学則の実施に関し、必要な細則は別に定める。 

  

 

附 則 

 この学則は、昭和４２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和４４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和４７年４月２０日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和４７年６月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和４８年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５１年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５２年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５３年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５４年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５５年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５６年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５７年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５８年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５９年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和６０年４月1日から施行する。 

附 則 
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 この改正学則は、昭和６１年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和６２年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和６３年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成元年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成３年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成４年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成５年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成６年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成８年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成９年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成１１年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成１２年４月1日から施行する｡ 

附 則 

 この改正学則は、平成１４年４月1日から施行する。 

附 則 

 １ この改正学則は、平成１８年４月1日から施行する。 

２ 平成１７年度以前に入学者に対する改正後の適用については、なお従前の例による。 

 ３ 転入学生及び再入学生については、その者が入学した年次の学生に適応される規定を適用する。 

附 則 

  この改正学則は､平成１７年１２月１日から施行し､平成１７年１０月１日から適用する。 

附 則 

  １ この改正学則は､平成１７年１２月１日から施行する。 

２ 平成１８年度以前に入学者に対する改正後の適用については、なお従前の例による。 

 ３ 転入学生及び再入学生については、その者が入学した年次の学生に適応される規定を適用する。 

附 則 

  この改正学則は､ 平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 
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  この改正学則は､ 平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

  この改正学則は､ 平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正学則は､ 平成２２年４月１日から施行する。 

２ 平成２１年度以前入学者に対する改正後の別表第２表の１、別表第２表の１（付表）、別表第２表の２

及び別表第４表の規定の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附 則 

１ この改正学則は､ 平成２３年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度以前入学者に対する改正後の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附  則 

１ この改正学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度以前入学者に対する改正後の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附  則 

１ この改正学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２５年度以前入学者に対する改正後の別表第１表、別表第２表の１及び別表第２表の２の規定の

適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附  則 

１ この改正学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年度以前入学者に対する改正後の別表第３表の規定の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年度以前入学者に対する改正後の別表第２表の１、別表第２表の２の適用については、なお

従前の例による。 

３ 転入者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。   

附 則 

１ この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年度以前入学者に対する改正後の別表第２表の２の規程については、なお、従前の例による。 

３  転入者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附 則 

この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 第７条に規定する学生の定員は、同条の規定にかかわらず、平成３１年度までの間は、次のとおりと

する。 
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３ 転入者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

           年 度 

 学 科 

平成３１年度 平成３２年度 

入学定員 総定員 入学定員 総定員 

児童教育学科 初等教育学専攻 ３０名 ８０名 ３０名 ６０名 

児童教育学科 幼児教育学専攻 ５０名 １００名 ５０名 １００名 

情報メディア学科 ４０名 ９０名 ４０名 ８０名 

計 １２０名 ２７０名 １２０名 ２４０名 

 

附 則 

１ この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年度以前入学者に対する改正後の別表の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

  附 則 

この改正学則は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この改正学則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 令和２年度以前入学者に対する改正後の別表第１表の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

  附 則 

１ この改正学則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 令和３年度以前入学者に対する改正後の別表第２表の１、別表第２表の１（付表）、別表第２表の２の

適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附 則 

１ この改正学則は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 第７条に規定する学生定員は、同条の規定にかかわらず、令和８年度までの間は、次のとおりとする。 

           年 度 

 学 科 

令和７年度 令和８年度 

入学定員 総定員 入学定員 総定員 

児童教育学科 初等教育学専攻 ２０名 ５０名 ２０名 ４０名 

児童教育学科 幼児教育学専攻 ５０名 １００名 ５０名 １００名 

情報メディア学科 ４０名 ８０名 ４０名 ８０名 

計 １１０名 ２３０名 １１０名 ２２０名 

３ 令和６年度以前入学者に対する改正後の第１７条第３項及び別表第３表の適用については、なお従前

の例による。 

４ 転入者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 
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別表第１表 

科目

区分 
授  業  科  目 必修 選択 備    考 

基 
 

礎 
 

教 
 

育 
 

科 
 

目 

人文 

宗教学 

生活と芸術 

余暇生活論 

比較文化概説 

 ２ 

２ 

２ 

２ 

 

小学校・幼稚園教諭免許を取得する者

は、日本国憲法2単位を修得する。 

 

 

小学校・幼稚園教諭免許を取得する者並

びに情報メディア学科生は、データサイ

エンス入門２単位を修得する。 

社会 

日本国憲法 

現代社会問題 

行動科学 

 ２ 

２ 

２ 

自然 

物理学 

生物学 

データサイエンス入門 

 ２ 

２ 

２ 

総合 

学問と人間の探求 

国際交流 

言葉とコミュニケーション 

２ 

２ 

 

 

 

２ 

外国語 

英語会話 

ハングル 

日本語（留学生対象） 

２  

２ 

２ 

保健 

体育 

健康科学 

スポーツ教育 

１ 

１ 

 

 

合 計 ８ ２６ 
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別表第２表の１（児童教育学科初等教育学専攻） 

科目区分 授   業   科   目 必修 選択 備     考 

専 
 
 
 
 
 

門 
 
 
 
 
 

教 
 
 
 
 
 

育 
 
 
 
 
 

科 
 
 
 
 
 

目 

国語 
国語（書写を含む。） 
国語表現学 

２ 
２ 

 
 

 

小学校教諭免許を取得する者は、〇印

のうちから２科目以上を修得する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校教諭免許を取得する者は、□印

を必修する。 

 

 

小学校教諭免許を取得する者は、△印

のうちから２科目以上を修得する。 

社会  ○２ 

算数  ○２ 

理科  ○２ 

生活  ○２ 

音楽 

音楽 
声楽 
器楽Ⅰ 
器楽Ⅱ 

２ 
１ 
１ 
 

 
 
 
１ 

図画 
工作 

図画工作 
工芸 

２ 
２ 

 

体育 
体育Ⅰ 
体育Ⅱ 
リズム運動 

２ 
 
１ 

 
１ 
 

家庭  ○２ 

外国語  □２ 

特別講義 

卒業研究 

 

２ 
２ 

 

小  計 １７ １６ 

現代教師論 ２  

学校教育の制度と経営  □２ 

教育原論 

教育心理学 

児童心理学 

２ 

２ 

 

 

 

２ 

初等教育課程論  □２ 

教
科
の
指
導
法 

国語科指導法 

社会科指導法 

算数科指導法 

理科指導法 

生活科指導法 

音楽科指導法 

図画工作科指導法 

体育科指導法 

家庭科指導法 

２ 

 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

 

 

△２ 

△２ 

△２ 

△２ 

 

 

 

△２ 

道徳の理論と指導法 １  

総合的な学習の時間の指導法  □１ 

特別活動の指導法  □１ 

外国語指導法  □２ 

教育方法学 

情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 

情報処理実習Ⅰ 

情報処理実習Ⅱ 

プログラミング教育 

 

 

 

 

□１ 

□１ 

□１ 

□１ 

２ 

進路指導の理論と指導法 

生徒指導と教育相談 

 □２ 

□２ 

特別支援教育 

ボランティア実習 

 □２ 

□２ 

教育実習指導 

教育実習 

学校体験活動 

教職実習演習（小学校） 

 □１ 

□４ 

□１ 

□２ 

小  計 １５ ４２  

合  計 ３２ ５８  
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別表第２表の１（児童教育学科初等教育学専攻） 

（付表） 

科目区分 授  業  科  目 必修 選択 備    考 

専 
 

門 
 

教 
 

育 
 

科 
 

目 

幼児と健康 

幼児と人間関係 

幼児と環境 

幼児と言葉 

幼児と音楽表現 

幼児と造形表現 

 

△２ 

△１ 

△１ 

△１ 

△１ 

△２ 

幼稚園教諭免許を取得し

ようとする者は、△印の科

目を全て修得する。 

ただし、学則第１７条の児

童教育学科初等教育学専

攻の卒業単位には含めな

い。 

 
幼児教育課程論      △２ 

幼児指導法  △２ 

保
育
内
容
演
習 

 

 

 

 

 

 

保育内容の指導法（健康） 

保育内容の指導法(人間関係） 

保育内容の指導法（環境） 

保育内容の指導法（言葉） 

保育内容の指導法(表現Ⅰ(音楽･造形)) 

 

 

 

 

 

 

 

△２ 

△１ 

△１ 

△２ 

△２ 

幼児理解と教育相談  △２ 

 保育・教職実践演習（幼稚園）  △２ 

小    計  ２４  
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別表第２表の２（児童教育学科幼児教育学専攻） 

科目区分 授  業  科  目 必修 選択 備     考 

専 
 
 
 
 
 

門 
 
 
 
 
 

教 
 
 
 
 
 

育 
 
 
 
 
 

科 
 
 
 
 
 

目 

幼児と言葉  ○１ １．幼稚園教諭免許を取得しようとする者 
 
(1)選択科目の幼児と言葉、ピアノⅠを修得する。 
 
(2)教職に関する科目から学校教育の制度と経
営、特別支援教育、教育方法学、情報通信技術を
活用した教育の理論及び方法、情報処理実習Ⅰ・
Ⅱ、幼児理解と教育相談、教育実習指導、教育実
習、学校体験活動及び保育・教職実践演習（幼稚
園）を修得する。 
 
(3)幼児教育課程論と幼児指導法を修得し、併せ
て保育内容演習の科目から５科目８単位を修得
する。 
 
 
 
２．保育士資格を取得しようとする者 
 
(A)○印の科目を修得する。 
 
(B)保育所を希望する者は、□印の科目を修得す
る。 
 
(C)保育所以外の児童福祉施設を希望する者は、
△印の科目を修得する。 
 
※印の科目から６単位以上を修得する。 
 
 
 
保育総合研究は、保育士資格の修得科目の保育
実践演習に読み替える。 
 
 
現代教師論は、保育士資格の修得科目の保育者
論に読み替える。 
 
 
教育原論は、保育士資格の修得科目の教育原理
に読み替える。 
 
 
教育心理学及び発達心理学は、保育士資格の修
得科目の保育の心理学に読み替える。 
 
 
幼児教育課程論は、保育士資格の修得科目の保
育の計画と評価に読み替える。 
 
 

 

幼児と音楽表現 
音楽基礎と理論 
ピアノⅠ 
ピアノⅡ 

１ 
１ 
 
 

 
 

○２ 
１ 

幼児と造形表現 
幼児図画工作 

２ 
 

 
※１ 

幼児と健康 
幼児体育 

２ 
 

 
※１ 

幼児と人間関係 １  
幼児と環境 １  

社会福祉 
子ども家庭福祉 
児童福祉法と子どもの権利 
保育原理 
現代社会と保育行政 
社会的養護Ⅰ 
社会的養護Ⅱ 
社会的養護演習 
子ども家庭支援論 
子育て支援 
保育実習指導Ⅰ 
保育実習Ⅰ 
保育実習指導Ⅱ 
保育実習Ⅱ 
保育実習指導Ⅲ 
保育実習Ⅲ 
子どもの保健 
子どもの健康と安全 
子どもの疾病と保健 
子どもの食と栄養 
乳児保育Ⅰ 
乳児保育Ⅱ 
障害児保育 
障害児・者の支援 
特別講義 
保育総合研究 
児童文化財と子どもの遊び 

２ 
２ 

 
２ 
 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 
 
 
２ 
２ 
 
 
 
 
２ 
 

 
 

※２ 
 

※２ 
 

○１ 
※１ 
○２ 
○１ 
○２ 
○４ 
□１ 
□２ 
△１ 
△２ 

 
○１ 
※２ 

 
 

○１ 
○２ 
※２ 
２ 
 

※２ 

小  計 ２４ ３９ 
現代教師論 ２  
学校教育の制度と経営  ２ 
教育原論 ２  
教育心理学 
発達心理学 
子ども家庭支援の心理学 
子どもの理解と援助 
発達心理学Ⅱ（行動観察法） 
臨床心理学 

２ 
 
 
 
 
 

 
〇２ 
〇２ 
〇１ 
※１ 
※２ 

特別支援教育 
教育方法学 
情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 

 
 

２ 
１ 
１ 

情報処理実習Ⅰ 
情報処理実習Ⅱ 

 
 

１ 
１ 

幼児教育課程論 
幼児指導法 

 
 

〇２ 
２ 

保育内容総論  〇１ 

保育
内容
演習 

保育内容の指導法(健康) 
保育内容の指導法(人間関係) 
保育内容の指導法(環境) 
保育内容の指導法(言葉) 
保育内容の指導法(表現Ⅰ(音楽･造形)) 

 
 
 
 
 

〇２ 
〇１ 
〇１ 
〇２ 
〇２ 

幼児理解と教育相談  ２ 
教育実習指導 
教育実習 
学校体験活動 
保育・教職実践演習（幼稚園） 

 
 
 
 

１ 
４ 
１ 
２ 

小  計 ６ ３９  

合  計 ３０ ７８  
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別表第３表 （情報メディア学科） 

科目区分 授  業  科  目 単位 備     考 

専 
 
 
 
 

門 
 
 
 
 

教 
 
 
 
 

育 
 
 
 
 

科 
 
 
 
 

目 

必 

修 

科 

目 

情報科学概論 
情報モラルとセキュリティ 
情報数学 
オペレーティングシステム 
コンピュータの仕組み 
プログラミング基礎 
プレゼンテーション技術 
工学リテラシー 
卒業研究 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
４ 
２ 
２ 
２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
選択科目を３０単位以上修得する。 

小  計 ２０ 

選 
 
 

択 
 
 

科 
 
 

目 

情報と職業 
情報数学応用 
プログラミング応用 
アルゴリズム 
エレクトロニクス基礎 
マイクロコンピュータ工学 
通信ネットワーク 
ＷＥＢコンテンツ制作 
ＷＥＢデザイン基礎 
ＷＥＢデザイン総合演習 
データベースⅠ 
データベースⅡ 
Ｊａｖａ演習Ⅰ 
Ｊａｖａ演習Ⅱ 
メディアリテラシー 
画像処理 
コンピュータグラフィックスⅠ 
コンピュータグラフィックスⅡ 
メディアコンテンツ制作 
ＯＡ演習 
中小企業会計学 
ビジネス演習 
特別講義Ⅰ 
特別講義Ⅱ 
ＷＥＢアニメーション 
キャリア教育 
ソフトウェア設計 
デジタル回路 
ロボット製作演習 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

小  計 ５７  

合  計 ７７  

 

 

 

 


